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岐阜市盲人ホーム「白杖園」指定管理者管理業務仕様書 

本仕様書は岐阜市盲人ホーム「白杖園」（以下「施設」という。）申請要項と一体のものであり、施設の

管理運営業務を指定管理者が行うにあたり、岐阜市盲人ホーム条例及び岐阜市盲人ホーム条例施行規則に

定めるもののほか、指定管理者に要求する業務の内容を示すものである。 

１ 趣旨

本仕様書は、指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定めることを目的とする。 

２ 法令等の遵守

施設の運営にあたっては、本仕様書のほか、次の各号に掲げる法令・規定等に基づかなければならない。 

なお、本指定期間中にこれらの法令・規定等に改正があった場合は、改正された内容とする。 

（１） 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

（２） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号） 

（３） 障害者基本法（昭和45年法律第84号） 

（４） 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号） 

（５） 社会福祉法（昭和26年法律第45号） 

（６） 障害者日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号） 

（７） 障害者の虐待防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法律第79号） 

（８） 盲人ホームの運営について（昭和37年2月27日社発第109号厚生省社会局長通知） 

（９） 岐阜市盲人ホーム条例（昭和48年岐阜市条例第8号） 

（10） 岐阜市盲人ホーム条例施行規則（昭和48年岐阜市規則第28号） 

（11） 岐阜市情報公開条例（昭和60年岐阜市条例第28号） 

（12） 岐阜市個人情報保護条例（平成16年岐阜市条例第1号） 

（13） 岐阜市行政手続条例（平成8年岐阜市条例第31号） 

（14） 岐阜市会計規則（平成24年岐阜市規則第13号） 

（15）  岐阜市公契約条例（令和2年度岐阜市条例第16号） 

３ 業務内容

（１）施設の運営に関する業務 

ア 人員の配置

・ 管理責任者を配置すること。

・ 指導員（視覚障がい者であって、あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師の免許を有し、

十分な実務経験のある者）を１名以上配置すること。なお、１名の指導員があん摩マッサージ指

圧師、はり師及びきゅう師の免許すべてを有していない場合、これらの免許を２名以上の指導員

の中で誰かが有するよう配置すること。（ただし、管理責任者は指導員を兼ねることができる。）

・ その他必要な職員を配置すること。

イ 職員の勤務形態は、施設の運営に支障がないように定めること。

 ウ 職員に対して、施設の運営に必要な研修を実施すること。 

資料１
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エ 職員に必要な健康診断を行い、利用者及び職員の健康を害さないように努めること。 

オ 防火管理者を配置し、その者の氏名を報告すること。 

カ 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図るとともに、利用者及び職員の

安全確保に努めること。 

キ 災害対策を行うこと。 

① 非常災害、事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な対応計画を定めること。 

※ 消防計画等や法律で義務付けられているもののほか、白杖園は浸水想定区域に立地すること

から、浸水害を想定した利用者の避難計画を策定すること。 

② 岐阜市気象・災害情報等メール配信サービスに登録するなどし、災害時に情報収集ができる体

制及び情報伝達が円滑に行える体制を整えること。また、緊急時の連絡先等をあらかじめ市へ報

告すること。 

③ 災害時の避難、救出その他必要な訓練を他の施設等と協同して定期的に実施すること。 

④ 岐阜市域で震度「４」以上を観測する地震が発生した場合又は大雨、洪水等の「警報」が発令

された場合は、白杖園の被害の有無及び状況を把握し、速やかに市へ報告すること 

⑤ 白杖園の管理保全に努めるとともに、被害拡大の防止を図ること。 

⑥ 災害が発生した場合は、白杖園の利用者及び業務従業員の避難誘導等の安全の確保に努めると

ともに、その状況を速やかに市へ報告すること。 

⑦ 施設は、岐阜市地域防災計画において指定避難所等に指定されていないが、地震、暴風、洪水

その他の災害が発生したときは、次のとおりとすること。 

・市と協議して施設利用者及び自主避難者の受入れに協力すること。 

・施設及び周辺の状況を把握し、市に報告すること。 

・施設の管理保全に努めるとともに、被害の拡大防止に努めること。 

ク 個人情報保護の体制をとり、職員に周知・徹底を図ること。 

ケ 市が定めるエネルギー管理規程に基づき、省エネルギーに努めること。 

コ 市に準じ、省資源及び廃棄物減量など環境への負荷の低減に努めること。 

サ 衛生管理に十分配慮し、常に快適な利用ができる状態の保持に努めること。 

・ 定期的な清掃等を実施し、常に施設を清潔な状態の保持に努め、管理上発生した廃棄物につい

ては、適正な分別を行い、所定の場所に搬出すること。また、利用者には、ごみの持ち帰りを徹

底させること。 

・ 「岐阜市有施設における農薬、殺虫剤等の薬剤使用に関する基本方針」に準じ、病害虫等防除

マニュアルを作成し、市に提出するとともに、実施すること。 

シ 利用者からの意見・苦情を受け付け、問題を解決するための事務マニュアルを整備すること。 

ス 利用者の満足度調査（アンケート）を年１回以上実施すること。 

セ 施設の視察等の対応に関すること 

他の地方公共団体の職員等による視察、見学等については、原則として指定管理者が対応するこ

と。なお、視察者等の受入れは、業務に支障が生じないように努めること。 

  ソ 「岐阜市が行う事務事業からの暴力団排除に関する合意書」第４条の排除措置の対象となる者を

契約その他の事務事業の相手方としないこと。 

  タ 「資料２ 指定管理業務に係る特記仕様書」を遵守すること。 

チ その他、施設の運営に必要な業務については、市と指定管理者間で別に協議して定める。 
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（２）施設の維持管理に関する業務 

ア 施設の適正な運営のため、別表１に定める設備に関する保守管理業務等を行うこと。 

イ 施設、設備、備品等の維持管理に関すること 

・ 施設の状態把握 

     管理者点検マニュアル（平成31年3月）に基づき、施設の点検を行うこと。 

・ 修繕等の維持管理 

修繕は、事前に市と協議すること。施設の修繕を行った場合は、市に報告すること。なお、原

則として見積額７万円未満の修繕は指定管理者が委託料において行い、見.積額７万円以上の場合

は市と協議すること。 

・ 市が指定管理者に貸与する物品は、善良なる管理者の注意をもって管理すること。 

・ 物品及びそれに付随する消耗品は、適時、補充又は計画的に更新すること。 

ウ 利用者用の駐車場を用意し、管理すること。 

エ 光熱水費等の支払いに関すること 

・ 光熱水費については、省エネルギーに努めること。 

・ 別表２に定める光熱水費等は、指定管理者が支払うこと。 

オ 文書類の管理に関すること 

・ 施設の文書類は、収受印を押印し、内容ごとに保管期間を定め保管すること。 

・ 市にあてた文書類又は取扱いに疑義が生じた文書類については、市に回送し、その指示を受け

ること。 

・ 管理業務に関わる文書等の管理及び市民に対する情報公開のあり方については、市及び指定管

理者間で別途協議して定める。 

カ その他施設の維持管理に必要な業務については、市及び指定管理者間で別途協議して定める。 

（３） 使用の許可及び制限に関する業務 

   条例第９条の規定による施設（集会室を除く。）の使用の許可を行ったときは、次に掲げる事項を直

ちに報告し、使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）のあん摩マッサージ指圧師、はり師

及びきゅう師の免許証の写しを提出すること。また、使用者が使用を終了したときも、その旨を直ち

に報告すること。 

    ア 使用者の氏名 

    イ 使用者の視覚障がいの程度（使用許可の場合のみ） 

    ウ 使用許可日（使用終了日） 

（４） あんま師、はり師又はきゅう師の免許を有する視覚障がい者の自立更生に関する業務 

   条例第４条に定める以下の事業について企画、実施すること。 

ア 施設の提供

イ 自立更生に必要な技術の指導

ウ 自立更生後の相談及び支援

エ 上記に掲げるもののほか、施設の設置の目的にふさわしい事業

４ 経理及び立ち入り検査について

（１） 経理規程 

指定管理者は経理規程を策定し、経理事務を行うこと。 
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（２） 立ち入り検査について 

市は、必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地調査を行うこととする。 

（３） 団体の経理状況等の報告について 

毎年度当初に、団体の財務諸表等、団体の経理状況を示す書類を提出すること。 

５ 事業計画・実績報告等 

（１） 翌年度の事業計画書を、２月末日までに提出すること。 

（２） 管理業務の実施状況について、毎月事業終了後、次に掲げる事項について集計し、市からの求め

があれば、速やかに報告すること。 

ア 開館日数、利用者数、一日平均利用者数及び年度の累計 

イ 行事の実施状況 

ウ 上記に掲げるもののほか、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項 

（３） 年度終了後、協定で定める期間内に次に掲げる事項を記載した事業報告書を提出すること。ただ

し、年度の途中において指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して30日以内

に当該月までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

ア 事業計画書に対する事業実施結果 

イ 開館日数、利用者数、一日平均利用者数及び年度の累計 

ウ 行事の実施結果 

エ 管理業務の実施状況 

オ 満足度調査（アンケート）結果 

カ 上記に掲げるもののほか、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項 

６ 管理運営業務の再委託

（１） 管理運営業務の全部又は経営管理業務を再委託してはならない。 

（２） 一部業務を委託する場合、事前に市の承認を得ること。 

（３） 承認事項に変更が生じた場合は、速やかに再承認を受けること。

７ 協議

指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が生

じた場合は市と協議し決定する。 

８ 物品の帰属等

（１） 市との協議の結果、指定管理者が委託料により物品を購入したときは、購入後の物品は市の所属

に帰するものとする。 

（２） 指定管理者は、市に所属する物品について、「岐阜市会計規則」及び関係例規の管理の原則及び  

分類に基づいて行うものとする。また、指定管理者は、同規則に定められた備品台帳を備えてその

保管にかかる物品を整理し、購入及び廃棄等の移動についてその都度市に報告しなければならない。 

（３） 岐阜市会計規則で定める消耗品のうち、施設運営、事業実施等のため、保存の必要のある物品に

ついては、事業用物品台帳を備えてその保管にかかる物品を整理しなければならない。 
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９ 備品物品等

備え付けの備品は別途提示する。 

10 業務を実施することにあたっての注意事項 

業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

（１） 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体等に有利ある

いは不利になる運営をしないこと。 

（２） 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定、要綱等を作成する場合は、市と協議すること。 

（３） 各種規定がない場合は、市の諸規定に準じて業務を実施すること。 

11 業務の引継ぎ 

指定期間の終了等により指定管理者が交代する場合は、以下のとおりとする。 

（１） 指定管理者は、次期指定管理者が円滑に引継ぎを行えるよう引継書を作成し、市が定める引継ぎ

期間中に次期指定管理者へ引継ぎを行うこと。ただし、市は引継ぎに係る費用を負担しない。 

（２） 備品等については、市所有のものと指定管理者が所有するものを明確にするとともに、市所有の

ものは確実に次期指定管理者に引き継ぐものとする。 

（３） 個人情報を引き継ぐ際は漏えいの無いよう確実に引き継ぐこと。また引き継ぐ必要のない個人情

報は適切に廃棄すること。 
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別表１

管 理 保 守 点 検 業 務 一 覧

定期点検 日常保守管理

夜間警備業務 警備機器による 随時

非常通報装置保守点検業務 年２回
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別表２

指定管理者が支払う光熱水費等

以下の経費については、指定管理者が委託料から支払うものとする。

電気料金

ガス料金

水道料金

電話料金

  委託料（保守点検）


